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令 和 ４ 年 ３ 月 

大 玉 村 

  



 

男女が共に認め合い、 

自分らしく生きる社会の実現をめざして 

 

本村では、平成 17年に制定した「大玉村男女共同

参画推進条例」にもとづき「大玉村男女共同参画推進

計画」を策定し、これまで啓発活動など男女共同参画

のむらづくりを進めてきました。また、子育て支援に力点を置き、若い世帯の転

入も進み、家庭での男女共同参画にも寄与しています。 

近年の男女共同参画を取り巻く状況は、ドメスティックバイオレンス（家庭内

暴力）、セクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ）、性的少数者の問題など、

より複雑化・多様化していますが、男女の人権尊重は、世界共通の目標となって

おり、男女共同参画の取り組みについて、国際社会からも求められています。 

さらに、新型コロナウィルスが猛威を振るう中で、各種取り組みに当たっては、

十分な感染防止対策をとり推進することも求められています。 

本計画の基本理念は、前計画を継承し、男女が互いにその人権を尊重し責任を

分かち合い、性別にかかわりなく個性と能力を十分に発揮することのできる『男

女が共に認め合い、自分らしく生きる社会』の実現をめざしていきます。このた

め、「村民一人ひとり」の意識の問題から始まり、「家庭」「職場」「地域」へ広が

る 4 つの視点で男女共同参画に関する取り組みを体系的に整理し、総合的に施

策を展開していく所存です。 

今後、本村を支える全ての村民の皆様をはじめ、各種団体・事業所等と行政が

協働しながら、男女共同参画社会の実現のための施策を推進して参りますので、

一層のご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。 

最後に、本計画の策定に当たりまして、アンケート調査にご協力いただきまし

た村民の皆様や熱心にご議論いただきました大玉村男女共同参画推進審議会の

皆様に厚く御礼申し上げます。 

 

令和４年３月 

大玉村長 押 山 利 一  
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第１章 計画の目的と期間 

１ 計画の目的と期間 

（１）計画の目的 

本計画は大玉村男女共同参画推進条例※にもとづき、男女共同参画のむらづく

りを推進するため、総合的かつ具体的施策を取りまとめたものです。今回で 2期

目となりますが、村・村民と事業者が協力・共同し、一体となった取り組みを推

進するため策定します。 

※大玉村男女共同参画推進条例 

本条例は男女共同参画社会基本法※の理念にもとづき、本村の男女共同参画の推

進に関し、基本方針を定め、村・村民及び事業者の責務を明らかにし、男女共同参

画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施することにより、男女の人権が尊

重され、一人ひとりの個性が花開く地域社会を実現することを目的としています。 

※男女共同参画社会基本法 

本法律は平成 11 年に施行され、男女共同参画社会の形成に関して①男女の人権

の尊重、②社会における制度又は慣行についての配慮、③政策等の立案及び決定へ

の共同参画、④家庭における活動と他の活動の両立、⑤国際的協調という 5 つの理

念を定めています。そしてこの基本理念にのっとり、国や地方公共団体は男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策を策定・実施すること、国民は男女共同参画の

形成に努めることという、それぞれの責務を明らかにしています。 

（２）計画の期間 

計画の期間は令和 4年度を初年度とし､令和 8年度を目標年度とする 5か年で

す｡ 

２ 計画の位置付け 

本計画は第五次大玉村総合振興計画にもとづく計画として位置づけられ、関

連する各種計画との整合性を図ります。なお、国の「男女共同参画基本計画」や

「ふくしま男女共同参画プラン」等の考え方を踏まえつつ、本村の実情に合わせ、

村民各位、関係機関などの意見を配慮し、大玉村の男女共同参画社会づくり推進

の基本指針とするものです。 
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対象者

抽出方法

調査方法

調査期間

男性 女性 無回答

134票 162票 3票

若年層
（20～30歳代）

中年層
（40～50歳代）

高年層
（60歳以上）

無回答

78票 86票 134票 1票

住民基本台帳から無作為抽出

20歳以上の男女800人
調査対象

男　女

年　齢

区　分 内　　　容

調査方法
郵送配布・回収

令和3年7月28日～8月12日

回収結果 回収数：299票、有効回収数：299票、有効回収率：37.4％

性差に対する意識や男女共同参画への考え方

男女共同参画を取り巻く現状と課題の整理

男女共同参画推進計画案の作成

男女共同参画推進計画案の検討

男女共同参画推進計画の策定

村民意識調査

関係課

大玉村男女共同
参画推進審議会

関係課

庁内調整

パブリック
コメント

第２章 計画策定の方法 

１ 計画策定の手順 

計画の策定に当り、村民の性差に対する意識や男女共同参画社会についての

意識調査を実施し、有識者や関係機関等の代表者などで構成された「大玉村男女

共同参画推進審議会」で検討を行うとともに、広く村民の意見を取り入れるため

パブリックコメントを実施しました。 

 

【計画策定フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【村民意識調査の概要】 
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職場・地域

家 庭

村 民 村民一人ひとりの男女共同参画意識

家庭での男女共同参画

職場・地域での男女共同参画

国際協調

２ 計画策定の視点 

本計画では、男女共同参画に係わる「村民一人ひとり」の意識の問題から始ま

り、「家庭」「職場」「地域」へ広がる 4つの視点でジェンダー（社会的・文化的

に形成された性別）の現状を分析し、男女共同参画に関する取り組みを体系的に

整理します。さらに、新型コロナウィルスの感染防止※と国際化の中で国際協調

（P.4～国際社会の動向参照）の視点で取り組みます。 

【計画策定の視点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新型コロナウィルスの感染防止 

新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、新型コロナウィルスの感染が終息

するまでの各取り組みについては、十分な感染対策を講じて進めていきます。 
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第３章 男女共同参画の潮流 

１ 国際社会の動向 

年 月 概 要 

平成 23年 

（2011年) 
１月 

「ジェンダー平等と女性のエンパワーメント※のための国連機関（略称：

ＵＮＷｏｍｅｎ）」正式発足 

平成 24年 

（2012年) 
２月 

第 56 回国連婦人の地位委員会※「自然災害におけるジェンダー平等

と女性のエンパワーメント（日本提案）」決議案採択 

平成 26年 

（2014年) 
９月 女子差別撤廃条約実施状況報告（第７・８回） 

平成 27年 

（2015年) 
３月 

国連「北京＋20」記念会合（第 59 回国連婦人の地位委員会）開

催（ニューヨーク）「北京宣言・行動綱領」の取り組み状況報告等 

８月 ＵＮＷｏｍｅｎ日本事務所開設 

９月 国連「持続可能な開発のための 2030アジェンダ※」（SDGs）採択 

平成 28年 

（2016年) 
３月 

我が国へ女子差別撤廃委員会からの女子差別撤廃条約実施状況

報告の総括所見 

令和元年 

（2019年) 
３月 

国際労働機構（ＩＬＯ）「職場での暴力やハラスメント※を全面的に禁止

する国際条約」の採択 

令和 3年 

（2021年) 
３月 世界経済フォーラム「ジェンダー・ギャップ指数」を公表 

 

※女性のエンパワーメント 

女性が個人としても、社会集団としても意思決定過程に参画し、自律的な力をつ

けて発揮すること。 

※国連婦人の地位委員会（ＣＳＷ） 

昭和 21 年 6 月に国連経済社会理事会の委員会の一つとして設置され、政治・社

会・教育分野等での女性の地位向上に関し、理事会へ勧告・提案等を行います。 

※アジェンダ 

政治的な分野では、アジェンダは「行動指針」という意味で用いられます。 

※ハラスメント 

人をこまらせること。いやがらせ。 
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（１）女子差別撤廃条約にもとづく実施状況報告と委員会からの総括所見 

本条約は、昭和 54年の第 34回国連総会で採択され、昭和 56年に発効しまし

た。日本は昭和 60年に締結しました。男女の完全な平等の達成に貢献すること

を目的として、女子に対するあらゆる差別を撤廃することを基本理念としてい

ます。締約国に対しては、政治的や公的活動、並びに経済的や社会的活動での差

別撤廃の措置を講じることを求めています。 

このため、締結国が行った措置については、定期的に報告書を国連事務総長に

提出し、女子差別撤廃委員会からの審査（勧告）を受けることになっています。 

平成 26年の我が国の実施状況報告に対し、28年に同委員会から日本の男女平

等に向け、性別役割分担意識の解消、女性に対する暴力防止、政策・方針、意思

決定の場への女性の参画推進、ワーク・ライフ・バランス※の推進などの履行勧

告を含んだ総括所見が公表されました。 

※ワーク・ライフ・バランス 

「仕事と生活の調和」と訳され、一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働

き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、

中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できることを意

味します。 

（２）国連「北京＋20」での「北京宣言・行動綱領」の取り組み状況報告等 

平成 27年は、平成 7年に北京で開催された第 4回世界女性会議で「北京宣言」

と「行動綱領」が採択されてから 20年が経過しました。これを機に国連では「北

京＋20」として、3 月に開催される第 59 回国連婦人の地位委員会で、これまで

の取り組み状況等の報告を行いました。 

特に「行動綱領」は、貧困・教育・健康など 12の重大問題領域にそって、女

性のエンパワーメントを図るための行動指針が定められており、現在まで、女性

の地位向上のための国際的基準となっています。 
 

1.女性と貧困、2.女性の教育と訓練、3.女性と健康、4.女性に対する暴力 

5.女性と武力紛争、6.女性と経済、7.権力及び意思決定における女性 

8.女性の地位向上のための制度的な仕組み、9.女性の人権 

10.女性とメディア、11.女性と環境、12.女児 
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（３）持続可能な開発のための 2030アジェンダ（ＳＤＧｓ） 

① ＳＤＧｓとは 

ＳＤＧs（持続可能な開発目標：Sustainable Development Goals）とは、世界

で広がる貧困と格差、地球環境の危機を克服し「持続可能な社会・経済・環境」

に転換することをめざす、世界共通の目標です。 

これは平成 27年に国連で開催された「持続可能な開発サミット」で、日本も

賛同し、国連加盟国 193カ国の首脳が全会一致で採択しました。令和 12年とい

う達成期限を設け、すべての国が 17の目標に取り組むことを約束しています。 

【ＳＤＧs 世界共通の目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ジェンダー平等とは 

17 の目標の一つに「ジェンダー平等」が掲げられています。これは、一人ひ

とりの人間が、性別にかかわらず、平等に責任や権利や機会を分かちあい、あら

ゆる物事を一緒に決めることができることを意味しています。男性と女性は、身

体のつくりは違いますが平等です。ところが、今の社会では、男性に向いている

役割や責任、女性に向いている役割や責任など、個人の希望や能力ではなく「性

別」によって生き方や働き方の選択肢や機会が決められてしまうことがありま

す。 

そこで、世界中で、法律や制度を変えるとともに、教育やメディアを通じた意
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識啓発を行うことで、社会的・文化的に作られた性別（ジェンダー）を問い直し、

一人ひとりの人権を尊重しつつ責任を分かち合い、性別に関わりなく、その個性

と能力を十分に発揮することができる社会を創ることが必要です。 

また「女性だから」という理由で直面する障壁を取り除き、自分の人生を自分

で決めながら生きるための力を身に付ける取り組み（エンパワーメント）も重要

です。 

「ジェンダーの平等と女性のエンパワ－メント」は、ＳＤＧsの重要なテーマ

であるばかりでなく、我が国でも「男女共同参画社会基本法」で 21世紀の最重

要課題と位置付けています。 

③ ＳＤＧs の中でジェンダー平等は特に重要なテーマ 

ＳＤＧsの中で、ジェンダー平等は、以下の３つの側面があります。 

 

●ＳＤＧs 全体の「目的」 

このアジェンダ（指針）は、すべての人々の人権を実現し、ジェンダー平等と

すべての女性のエンパワーメントを達成することをめざしています。 

●17 のゴールをすべて実現するための「手段」 

ジェンダー平等との実現と女性のエンパワーメントは、すべての目標に貢献

します。人類の潜在力の開花と持続可能な開発の達成は、人類の半数にのぼる女

性の権利と機会が否定されている間は達成することができません。 

●一つの独立した「ゴール」 

性別による差別を無くし、女性と男性が対等に、権利・機会・責任を分かち合

える社会をつくること、女性が自分のことを自分で決めながら生きる力をつけ

られるようにすることを目標としています。 
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（４）ジェンダー・ギャップ指数※ 

令和 3年 3月に世界経済フォーラムは世界の「ジェンダー・ギャップ指数」を

発表しました。この調査は 156カ国を対象に「経済」「教育」「保健」「政治参加」

の 4 分野で男女平等がどれだけ実現できているかを分析しています。我が国は

「教育」「保健」については平等が達成できているものの、男女の所得格差、女

性管理職や女性政治家の少なさが「経済」「政治参加」での点数を大きく下げ 120

位にとどまっています。 

 

※ジェンダー・ギャップ指数 

世界各国のジェンダー平等の程度を指数にしたもの。１が完全平等。100 点満点

に換算すると、日本は 66点で世界 156カ国の中で 120位、教育分野が 98点、健康

分野が 97点、経済分野が 60点、政治分野が 6点となっています。 

 

【ジェンダー・ギャップ指数（令和 3年）】 
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２ 国内の動向 

年 月 概 要 

平成 24年 

（2012年） 
6月 

「女性の活躍促進による経済活性化行動計画」女性の活躍による経済活

性化を推進する関係閣僚会議決定 

平成 25年

（2013年） 

（2013年） 

6月 「日本再興戦略」の中核に「女性の活躍推進」が位置付けられる 

平成 26年 

（2014年） 

1月 改正配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律の施行 

6月 「日本再興戦略」改訂 2014に「『女性が輝く社会』の実現」が掲げられる 

平成 27年 

（2015年） 

6月 「女性活躍加速のための重点方針 2015」策定 

8月 
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）成

立、「女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム」(WAW!2015)開催 

12月 「第４次男女共同参画基本計画」策定 

平成 28年 

（2016年） 

4月 
女性の職業生活における活躍の推進（女性活躍推進法）に関する法律

の施行 

5月 
「女性活躍加速のための重点方針 2016」策定 

「女性の活躍推進のための開発戦略」策定 

平成 29年 

（2017年） 

1月 改正育児・介護休業法及び男女雇用機会均等法の施行 

6月 「女性活躍加速のための重点方針 2017」策定 

7月 刑法改正（強姦罪の構成要件及び法定刑の見直し等） 

平成 30年 

（2018年） 

5月 政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の施行 

6月 「女性活躍加速のための重点方針 2018」策定 

令和元年 

（2019年） 

5月 
女性活躍推進法等の一部改正（一般事業主行動計画の策定義務の対象

拡大等） 

6月 「女性活躍加速のための重点方針 2019」策定 

令和 2年 

（2020年） 
12月 「第５次男女共同参画基本計画」策定 
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（１）改正配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律の施行 

平成 13年に施行された本法律（ＤＶ防止法）では、配偶者からの暴力は、犯

罪となる行為をも含む重大な人権侵害と定めています。配偶者からの暴力の被

害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が

暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっています。 

そこで、この法律は配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の

体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防止や被害者の保護を図って

います。平成 28年の改正によって、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力

とその被害者についても適用されることになりました。 

（２）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の施行 

平成 28年に施行された本法律（女性活躍推進法）は 10年間の時限立法で、働

く場面で活躍したいという希望を持つすべての女性が、その個性と能力を十分

に発揮できる社会を実現するため、女性の活躍推進に向けた数値目標を盛り込

んだ行動計画の策定・公表や、女性の職業生活における活躍に関する情報の公表

が事業主（国や地方公共団体、民間企業等）に義務付けています。 

令和元年には、行動計画の策定義務の対象企業の拡大や情報公表の強化など

を内容とする法改正が行われました（令和 2年施行、対象企業の拡大／常用労働

者 101人以上については令和 4年施行）。 

（３）改正育児・介護休業法及び男女雇用機会均等法等の施行 

① 育児・介護休業法の改正 

平成 7年に施行された「育児・介護休業法」は、育児や介護をしなければなら

ない労働者が、円滑に仕事と両立できるよう配慮し、働き続けられるよう支援す

るため、育児・介護のため休業・休暇等を取得できることを定めています。 

平成 29年の改正では、育児休業・介護休業の申し出ができる有期契約労働者

の要件が緩和されたほか、介護休業の分割取得や子の看護休暇・介護休暇の半日

単位の取得などができるようになりました。 

② 男女雇用機会均等法の改正 

昭和 61年に施行された「男女雇用機会均等法」は募集・採用、配置・昇進等

の雇用管理の各ステージで性別を理由とする差別や婚姻、妊娠・出産等を理由と

する不利益取扱いを禁止しています。また、上司・同僚からの職場でのセクシュ
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アル・ハラスメント※、妊娠・出産等に関するハラスメント防止対策の措置を講

じることを事業主に義務付けています。 

平成 29年の改正では、妊娠・出産や育児休業等の利用に関する言動により、

労働者が就業環境を害されることがないよう、防止対策を講ずることが事業主

へ義務付けられました。 

 

※セクシュアル・ハラスメント 

平成元年、セクハラ（性的嫌がらせ）を理由とした国内初の民事裁判が起こされ

ました。また、この年「セクシュアル・ハラスメント」という言葉が新語・流行語

大賞の新語部門金賞を受賞することになり、以後、セクハラという概念を広める一

つのきっかけになりました。 

もちろん、当時の日本にはセクハラという概念は定着していませんでしたが、そ

の後セクハラに対する社会の意識も高まり、現在では人権侵害の一つであると認識

されるようになりました。 

（４）政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の施行 

本法律は平成 30年に公布・施行され、衆議院、参議院と地方議会の選挙で、

男女の候補者の数ができる限り均等となることをめざしています。このため、

国・地方公共団体の責務とともに、政党等が所属する男女のそれぞれの公職の候

補者の数について、目標設定するなど自主的な取り組みに努めることなどを定

めています。 
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（５）「第５次男女共同参画基本計画」の策定 

令和 2 年に男女共同参画社会基本法にもとづき策定された本計画は、令和 12

年度までの基本認識のほか、令和 7 年度までの基本方向と具体的な取り組みを

定めています。 

【めざすべき社会】 

① 男女が自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮できる、公正で多様性

に富んだ、活力ある持続可能な社会 

② 男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きることのできる社会 

③ 仕事と生活の調和が図られ、男女が共に充実した職業生活、その他の社会生

活、家庭生活を送ることができる社会 

④ あらゆる分野に男女共同参画・女性活躍の視点を取り込み、ＳＤＧsで掲げ

られている包摂的かつ持続可能な世界の実現と軌を一にした取組を行い、国

際社会と協調する社会 

【具体的な取り組み】 

第 1分野  政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

第 2分野  雇用分野、仕事と生活の調和 

第 3分野  地域 

第 4分野  科学技術・学術 

第 5分野  女性に対するあらゆる暴力の根絶 

第 6分野  貧困等生活上の困難に対する支援と多様性の尊重 

第 7分野  生涯を通じた健康支援 

第 8分野  防災・復興等 

第 9分野  各種制度等の整備 

第 10分野 教育・メディア等を通じた意識改革、理解の促進 

第 11分野 男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献 
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単位：人、％

H28年 R3年

0～4歳 388 410 22 5.7

5～9歳 395 453 65 16.8

10～14歳 413 412 17 4.3

15～19歳 401 400 -13 -3.1

20～24歳 418 355 -46 -11.5

25～29歳 466 431 13 3.1

30～34歳 538 537 71 15.2

35～39歳 585 607 69 12.8

40～44歳 578 608 23 3.9

45～49歳 466 592 14 2.4

50～54歳 463 481 15 3.2

55～59歳 586 458 -5 -1.1

60～64歳 717 594 8 1.4

65～69歳 687 710 -7 -1.0

70～74歳 336 657 -30 -4.4

75～79歳 323 303 -33 -9.8

80～84歳 366 275 -48 -14.9

85～89歳 279 263 -103 -28.1

90歳～ 171 202 -77 -27.6

合　計 8,576 8,748 172 2.0 100.0 100.0

資料：住民基本台帳（各年度10月1日現在）

25.3 27.5

高
齢
人
口

13.9 14.6

年
少
人
口

60.8 57.9

生
産
年
齢
人
口

年齢構成（％）
区　分

平成28年
（人）

令和3年
（人）

増減
（人）

増減率
（％）

第４章 男女共同参画の課題と基本方向 

１ 本村の人口の動向と今後の見通し 

（１）人口の動向 

本村の令和 3年 10月 1日現在の人口は 8,748人で、30歳代を中心に夫婦・子

ども世帯の転入により平成 28年度に比べ 2.0％増加しています。 

人口の年齢構成は、年少人口比率が 14.6％、生産年齢人口比率が 57.9％、高

齢人口比率が 27.5％となっています。平成 28年に比べ年少人口比率が 0.7ポイ

ント、高齢人口比率が 2.2ポイント上昇していますが、生産年齢人口比率は 2.9

ポイント減少しています。 

【平成 28年度～令和 3年度 5歳階級別人口の推移】 
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1,275 1,289 1,295 1,275 1,295 1,297 1,283 1,284 1,280 

5,199 5,178 5,119 5,063 5,036 5,004 4,987 4,946 4,917

2,282 2,310 2,360 2,410 2,405 2,394 2,415 2,453 2,487

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成30

年度

令和元

年度

令和2

年度

令和3

年度

令和4

年度

令和5

年度

令和6

年度

令和7

年度

令和8

年度

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢人口（65歳～）

（人）

資料：住民基本台帳（各年度10月1日現在）

推 計

8,756 8,777 8,774 8,748 8,736 8,695 8,685 8,683 8,684

（２）今後の人口の見通し 

コーホート変化率法※で推計した令和 8年度の人口は、令和 3年度に比べ 0.7％

減少し 8,684人になる見通しです。引き続き 30歳代の夫婦・子ども世帯の転入

により年少人口は増加しますが、令和 6年度以降、減少する見通しです。生産年

齢人口は減少、高齢人口は減少しますが令和 6年度以降、増加していく見通しで

す。 

【年齢３区分別 今後の人口見通し】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※コーホート変化率法 

各コーホート（同時出生集団）について、過去の人口実績の動勢から変化率を求

め、それにもとづき将来人口を推計する方法です。 

  



 

 

15 

14.6

14.7

14.8

14.6

14.8

14.9

14.8

14.8

14.7

59.4

59.0

58.3

57.9

57.6

57.6

57.4

57.0

56.6

26.1

26.3

26.9

27.5

27.5

27.5

27.8

28.2

28.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成30

年度

令和元

年度

令和2

年度

令和3

年度

令和4

年度

令和5

年度

令和6

年度

令和7

年度

令和8

年度

年少人口

（0～14歳）

生産年齢人口

（15～64歳）

高齢人口

（65歳～）

資料：住民基本台帳（各年度10月1日現在）

令和 8 年度の人口の年齢構成は、年少人口比率が 14.7％、生産年齢人口比率

が 56.6％、高齢人口比率が 28.6％となる見通しです。 

年少人口比率は 0.1ポイント、高齢人口比率は 1.1ポイント上昇し、生産年齢

人口比率は 1.3 ポイント減少する見通しです。これらの年少人口と高齢人口の

動勢から、男女共同参画社会を形成するため、今後も子育て支援や高齢化対策の

充実が求められています。 

【年齢３区分 構成比の今後の見通し】 
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男女の不平等観の解

消

子育て支援・介護保

険が家庭での男女共

同参画を促進

職場での男女の格差

地域社会での役割分

担

家事の役割を担うの

は妻が中心

男女間の暴力の発生

【課 題】【視 点】

村民一人
ひとりの
変革

家 庭
の変革

職 場
の変革

地 域
の変革

【現 状】

Ｐ.21男女の地位は「学校教育」を

除き「社会全体」等はどちらかとい

えば男性の方が優遇

Ｐ.22パートナーからの「暴力をふる

われたことがある」は、全体で8.7％

Ｐ.24家庭での役割分担で「掃除、

洗濯、食事」は主に妻

Ｐ.25女性が職業をもつことは「子ど

もができても、ずっと職業を続ける」

が60.9％、共働き世帯は62.6％

Ｐ .26職場で女性が不当に差別さ

れていると感じているは36.8％、賃

金が52.7％、結婚・出産後の勤続

が38.2％

Ｐ.28審議会・委員会委員では男性

委員が約8割

Ｐ.17「男は仕事、女は家庭」は「そ

うは思わない」が88.0％、「男の子

は男らしく、女の子は女らしく」は

「そうは思わない」が65.5％

男女の固定的役割

分担意識の解消

Ｐ.23ＬＧＢＴ等の性的少数者の認

識率は78.3％

Ｐ.27職場でのセクシュアル・ハラス

メントは「容姿や年齢について話題

にする」が最も多く32.8％、

Ｐ.24家庭での役割分担で「看護・

介護」「育児・教育」 「重大問題の

決定」は半々

Ｐ.24家庭での役割分担で「地域の

活動」は主に夫

Ｐ.28民生委員・児童委員は女性が

約6割

性の多様性の認識の

向上

セクシュアル・ハラスメ

ントの問題

村民の意見やニーズ

の把握

男女平等意識の醸成

男女の人権尊重

家庭生活での男女
共同参画

職場での男女
共同参画

地域社会での男女
共同参画

２ 男女共同参画の現状と課題 ※【現状】のページは計画書参照 
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5.7 

6.0 

5.6 

88.0 

86.6 

89.5 

5.0 

6.0 

3.7 

1.3

1.5

1.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

(299)

男性

(134)

女性

(162)

そう思う そうは思わない わからない 無回答

24.7 

36.6 

14.8 

65.6 

56.0 

73.5 

9.0 

7.5 

10.5 

0.7 

1.2 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

(299)

男性

(134)

女性

(162)

そう思う そうは思わない わからない 無回答

（１）男女平等意識の醸成 

村民意識調査で「男は仕事、女は家庭」という考え方について「そうは思わな

い」が 88.0％（図-1参照）、「男の子は男らしく、女の子は女らしく」という考

え方について「そうは思わない」が 65.6％となっており（図-2参照）、固定的性

別役割分担意識は薄らぎつつあります。 

 

図-1 「男は仕事、女は家庭」という考え方について（村民意識調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 「男の子は男らしく、女の子は女らしく」という子育て・教育観（村民意識調査） 
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区　分
言葉と意味
の両方知っ
ている

言葉は知っ
ている

知らない

回答数
×３

回答数
×２

回答数
×１

回答者

尺　度

＋ ＋

3.00～2.34 2.34未満～1.67 1.67未満～1.00

加重平均値の
算出

男女共同参画に関する言葉の認識については「言葉と意味の両方知っている」

のは「男女雇用機会均等法」「ドメスティックバイオレンス※」となっており、男

女共同参画への認識は高まっています（P.19表-1参照）。 

各分野の統一した見解を得るため、「言葉と意味の両方知っている」を 3点、

「言葉は知っている」を 2点、「知らない」を 1点とし、回答数に掛けた合計を

回答者数で除した加重平均により分析しました（下記【言葉の認識の尺度】参照）。 

 

※ドメスティックバイオレンス 

日本語に直訳すると「家庭内暴力」となりますが、一般的には「夫や恋人など親

密な関係にある、またはあった男性から女性に対して振るわれる暴力」という意味

で使用されることが多くなっています。家庭内の出来事で被害が潜在することが多

く、公的機関の対応も十分ではなかったことから、この問題に対する取り組みが急

がれています。身体的なものだけでなく、精神的なものまで含む概念として用いら

れる場合もあり、どのような意味で使われているかについて、注意が必要となりま

す。 

 

【言葉の認識の尺度】 
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言葉と意味の両方
知っている

言葉は知っている 知らない

3.00～2.34 2.34未満～1.67 1.67未満～1.00

全　体 1.90

男　性 1.97

女　性 1.84

全　体 1.65

男　性 1.65

女　性 1.65

全　体 2.34

男　性 2.43

女　性 2.28

全　体 2.60

男　性 2.61

女　性 2.59

全　体 2.25

男　性 2.32

女　性 2.19

全　体 1.73

男　性 1.82

女　性 1.65

全　体 2.16

男　性 2.15

女　性 2.16

区　分
（加重平均）

女子差別撤廃条約

男女共同参画社会基本法

ジェンダー（社会的・文
化的に形成された性別）

配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護に関す
る法律（ＤＶ防止法）

ドメスティックバイオレ
ンス

男女雇用機会均等法

女性の職業生活における
活躍の推進に関する法律
（女性活躍推進法）

表-1 全体、男女別言葉の認識 
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区　分
どちらかと
いえば男性
の方が優遇

平　等
どちらかと
いえば女性
の方が優遇

回答数
×３

回答数
×２

回答数
×１

回答者

尺　度

＋

3.00～2.34 2.34未満～1.67

＋

1.67未満～1.00

加重平均値の
算出

一方、生活や社会の様々な分野で男女の地位の平等観については、「学校教育」

を除き「社会全体」等は、どちらかといえば男性の方が優遇となっており、まだ

まだ「ジェンダー」が根強く残っています（P.21表-2参照）。このため、男女共

同参画に向け、人間形成の発達段階の児童・生徒から高齢者に至るまで、生涯学

習を通した村民一人ひとりの意識改革が必要です。 

生活や社会の様々な分野で男女の地位の平等観について、各分野の統一した

評価を得るため「どちらかといえば男性の方が優遇（以下、男性の方が優遇）」

を 3点、「平等」を 2点、「どちらかといえば女性優遇（以下、女性の方が優遇）」

を 1 点とし、回答数に掛けた合計を回答者数で除した加重平均により求めまし

た（下記【平等感の尺度】参照）。 

 

【平等観の尺度】 
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どちらかといえば
男性の方が優遇

平　等
どちらかといえば
女性の方が優遇

3.00～2.34 2.34未満～1.67 1.67未満～1.00

全　体 2.38

男　性 2.28

女　性 2.47

全　体 2.63

男　性 2.53

女　性 2.71

全　体 2.08

男　性 1.99

女　性 2.13

全　体 2.52

男　性 2.45

女　性 2.55

全　体 2.42

男　性 2.25

女　性 2.56

全　体 2.70

男　性 2.57

女　性 2.77

全　体 2.69

男　性 2.56

女　性 2.77

社会全体

区　分
（加重平均）

家庭生活

職　場

学校教育

地　域

法律や制度

社会通念・習慣

表-2 全体、男女別男女の地位の平等観 
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8.7 

2.2 

14.2 

1.0 

1.5 

83.9 

88.8 

80.2 

0.3

0.6

6.0

7.5

4.9

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

(299)

男性

(134)

女性

(162)

暴力をふるわれたことがある

暴力をふるったことがある

な い

暴力をふるわれたこともふるったこともある

無回答

（２）男女の人権尊重 

女性に対する暴力は、社会的問題であるという認識にもとづき、ストーカー行

為等に関する法律（平成 12年）、配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関す

る法律（平成 13年）が施行され、被害者の救済・保護システムが構築されまし

た。 

村民意識調査では、パートナーから言葉による暴力も含めて「暴力をふるわれ

たことがある」は全体で 8.7％となっています（図-3参照）。相談窓口としては、

村の健康福祉課社会福祉係で対応しています。 

 

図-3 パートナーから暴力を受けたこと（村民意識調査） 
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39.1 

42.5 

36.4 

41.8 

35.8 

46.3 

17.4 

19.4 

16.0 

1.7 

2.2 

1.2 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

(299)

男性

(134)

女性

(162)

言葉と意味の両方知っている 言葉は知っている 知らない 無回答

また、今日ではＬＧＢＴ※等の性的少数者の問題も重要になってきており、村

民の認識も「言葉と意味の両方知っている」が 39.1％と高まっています（図-4

参照）。今後もこれらの問題については、人権問題として対応の充実が求められ

ています。 

 

※ＬＧＢＴ 

ＬＧＢＴとはＬesbian（レスビアン）女性同性愛者、Ｇay（ゲイ）男性同性愛者、

Ｂisexal（バイセクシャル）両性愛者、Ｔransgender（トランスジェンダー）様々

な性的不合・性的違和者のそれぞれの頭文字をとった言葉です。 

 

図-4 ＬＧＢＴ等の性的少数者についての認識（村民意識調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）家庭生活での男女共同参画 

村民意識調査による家庭での役割分担で「掃除、洗濯、食事」といった家事は

主に妻となっています。「看護・介護」「育児・教育」「重大問題の決定」は半々

となっています（P.24表-3参照）。 

家庭での役割分担については、各分野の統一した見解を得るため「主に妻」を

4 点、「夫婦共同」を 3 点、「主に夫」を 2 点、「その他」を 1 点として、回答数

で掛けた合計を回答者で除した加重平均により分析しました(P.24【役割分担の

尺度】参照)。 
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区　分 主に妻 夫婦共同 主に夫 その他

回答数
×４

回答数
×３

回答数
×２

回答数
×１

尺　度

＋ ＋

4.00～3.25 3.25未満～2.50 2.50未満～1.75 1.75未満～1.00

＋

回答者

加重平均値の
算出

主に妻 夫婦共同 主に夫 その他

4.00～3.25 3.25未満～2.50 2.50未満～1.75 1.75未満～1.00

全　体 3.40

男　性 3.31

女　性 3.47

全　体 3.48

男　性 3.40

女　性 3.54

全　体 3.57

男　性 3.57

女　性 3.58

全　体 3.37

男　性 3.26

女　性 3.48

全　体 2.78

男　性 2.60

女　性 2.92

全　体 3.03

男　性 2.92

女　性 3.12

全　体 3.27

男　性 3.17

女　性 3.35

全　体 2.68

男　性 2.71

女　性 2.66

全　体 2.46

男　性 2.35

女　性 2.54

食事の支度

洗　濯

掃　除

地域の活動

区　分
（加重平均）

重大問題の決定

家計の管理

育児・教育

看護・介護

日用品等の買物

【役割分担の尺度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3 全体、男女別家庭での役割分担 
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62.6 

66.3 

60.2 

4.8 

4.0 

5.5 

15.7 

15.8 

14.8 

16.1 

13.9 

18.0 

0.9 

1.6 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

(230)

男性

(101)

女性

(128)

共働き 妻だけ働いている 夫だけ働いている 夫婦とも無職 無回答

60.9

15.7

8.0

6.0

2.0

1.0

0.3

6.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

子どもができても、ずっと職業を続

ける方がよい

子どもができたら職業をやめ、大き

くなったら再び職業をもつ方がよい

わからない

その他

子どもができるまでは、職業をもつ

方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

女性は職業をもたない方がよい

無回答

％

母数：299人

子どもができても、ずっと職業を続け
る方がよい
子どもができたら職業をやめ、大きく
なったら再び職業をもつ方がよい

わからない

その他

子どもができるまでは、職業をもつ
方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

女性は職業をもたない方がよい

無回答

介護や育児については、介護保険と子育て支援が家庭での男女共同参画を促

進しました。そして女性の職業観も変わり「子どもができても、ずっと職業を続

ける」が 60.9％（図-5参照）、共働き世帯は 62.6％（図-6参照）となっていま

す。 

図-5 女性が職業をもつこと（村民意識調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 共働きの状況（村民意識調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後は、家庭での男女共同参画を促進するため、若い子育て家庭の転入もみら

れる中で、共働き家庭への支援を充実するとともに、男性の家庭参加を促進する

きっかけづくりが必要です。 
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36.8 

33.6 

39.5 

43.8 

51.5 

37.7 

14.4 

10.4 

17.3 

5.0

4.5

5.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

(299)

男性

(134)

女性

(162)

不当に差別されている そのようなことはない わからない 無回答

52.7

38.2

31.8

25.5

14.5

8.2

6.4

1.8

0.9

0.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

賃金に差別がある

結婚・出産すると勤続しにくい

昇進・昇格に差別がある

能力を正当に評価しない

女性を幹部職員に登用しない

補助的な仕事しかやらせてもらえ

ない

女性は定年まで勤続しにくい

その他

わからない

無回答

％

母数：110人

賃金に差別がある

結婚・出産すると勤続しにくい

昇進・昇格に差別がある

能力を正当に評価しない

女性を幹部職員に登用しない

補助的な仕事しかやらせてもらえ
ない

女性は定年まで勤続しにくい

その他

わからない

無回答

（４）職場での男女共同参画 

村民意識調査では、職場で女性が不当に差別されていると感じている人は

36.8％（図-7参照）、内容は賃金が 52.7％、結婚・出産後の勤続が 38.2％（図-

8参照）となっています。今後も、職場での男女共同参画をより一層推進する必

要があります。 

図-7 全体、男女別職場での男女の差別（村民意識調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 全体男女差別の具体例／２つ以内（村民意識調査） 
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32.8

16.1

13.7

11.0

4.0

2.3

1.7

1.7

0.7

49.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

容姿や年齢について話題にする

結婚や出産など、プライベートなこと

について聞く

「男のくせに」「女のくせに」などと

差別的な言い方をする

性的な話や冗談、質問を言ったり聞い

たりする

その他

性的な噂をたてる

携帯電話やパソコンのメール、SNS等

でしつこく誘う

不必要に体をさわる

性的な関係を強要する

無回答

％

母数：299人

容姿や年齢について話題にする

結婚や出産など、プライベートなことに
ついて聞く

「男のくせに」「女のくせに」などと差別
的な言い方をする

性的な話や冗談、質問を言ったり聞い
たりする

その他

性的な噂をたてる

携帯電話やパソコンのメール、SNS等
でしつこく誘う

不必要に体をさわる

性的な関係を強要する

無回答

また、村民意識調査で職場のセクシュアル・ハラスメントについて「容姿や年

齢について話題にする」が最も多く 32.8％となっています（図-9参照）。男女雇

用機会均等法では、セクシュアル・ハラスメントに対し事業主に配慮義務を課し

ており、今後もその解消に努めていく必要があります。 

 

図-9 職場でのセクシュアル・ハラスメントの状況（村民意識調査） 

全体過去１年以内に経験、見聞した行為（複数回答） 
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

22 22 22 22 22

人 272 272 247 247 247

％ 81.7 81.7 81.0 81.0 80.7

人 61 61 58 58 59

％ 18.3 18.3 19.0 19.0 19.3

人 333 333 305 305 306

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

5 5 5 5 5

人 18 18 17 17 18

％ 81.8 81.8 77.3 77.3 81.8

人 4 4 5 5 4

％ 18.2 18.2 22.7 22.7 18.2

人 22 22 22 22 22

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

資料：総務課

区　分

合　計

女　性

男　性

合　計

女　性

男　性

委員会数

審議会数

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

人 8 8 8 8 8

％ 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1

人 13 13 13 13 13

％ 61.9 61.9 61.9 61.9 61.9

人 21 21 21 21 21

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

資料：健康福祉課

区　分

男　性

女　性

合　計

（５）地域社会での男女共同参画 

村民意識調査による家庭での役割分担で「地域の活動」は主に夫となっていま

す（P.24表-3参照）。今後も、地域活動での女性の参加を促進することが必要で

す。 

また、政策に村民の意見を反映する審議会・委員会では男性委員が約 8 割と

なっています（表-4参照）。一方、地域住民の相談相手となり、要支援者を行政

へつなぐパイプ役の民生委員・児童委員※は女性が約 6割となっています（表-5

参照）。今後もより豊かな地域社会を形成するため、男女共同参画が必要です。 

表-4 審議会・委員会委員の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表-5 民生委員・児童委員の動向 

 

 

 

 

 

 

 

※民生委員・児童委員 

民生委員は民生委員法にもとづく非常勤の地方公務員です。社会福祉を増進する

ため、地域住民の立場から生活や福祉全般に関する相談・支援活動を行っています。 

また、すべての民生委員は、児童福祉法によって「児童委員」を兼ねており、妊

娠中の心配や子育ての不安に関する相談・支援を行っています。  
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３ 男女共同参画の基本理念と基本方針 

（１）基本理念 

基本理念は、前計画を継承し以下のように設定します。 
 

「男女が共に認め合い、自分らしく生きる社会」の実現 

 

日本国憲法は「個人の尊厳と両性の本質的平等」を基本理念とし、性による差

別をはじめあらゆる差別を禁止し、平和な社会の中で、自由で平等な生活を営む

権利を保障しています。この理念は、性による差別禁止の原則を具体化した「女

子差別撤廃条約」にも共通するものです。 

また、男女共同参画社会基本法では、「男女の人権の尊重」、「社会における制

度又は慣行についての配慮」、「政策等の立案及び決定への共同参画」、「家庭生活

における活動と他の活動の両立」、「国際的協調」を基本理念としています。 

本村では、これらの基本理念をもとに、平成 17年 3月に制定された「大玉村

男女共同参画推進条例」の第 3条に掲げた 6つの基本方針も考慮し、男女共同参

画社会（「男女が共に認め合い、自分らしく生きる社会」）の実現をめざします。 

【大玉村男女共同参画推進条例による 6つの基本方針】 

① 男女の個人としての尊厳が重んじられ、性別による差別的取扱を受けること

なく、個人として能力を発揮する機会が確保され、男女の人権が尊重される

こと。 

② 性別による固定的な役割分担意識に基づく社会における制度や慣行が、男女

の社会における活動の自由な選択に対して影響を及ぼさないよう配慮され

ること。 

③ 男女が、社会の対等な構成員として、村における政策又は民間の団体におけ

る方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

④ 家族を構成する男女が共に、家事、育児、家族の介護その他の家庭生活にお

ける活動及び、学校、職場、地域等における活動を円滑に行うことができる

よう配慮されること。 

⑤ 妊娠、出産に関し、男女が互いの意思を尊重すること及び互いに生涯にわた

り健康な生活を営むことについて配慮されること。 

⑥ 国際社会における取組との関係が考慮されること。 
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男女の不平等観の解

消

子育て支援・介護保

険が家庭での男女共

同参画を促進

職場での男女の格差

地域社会での役割分

担

家事の役割を担うの

は妻が中心

男女間の暴力の発生

【課 題】

男女の固定的役割

分担意識の解消

性の多様性の認識の

向上

村民の意見やニーズ

の把握

男女平等意識の醸成

男女の人権尊重

家庭生活での男女
共同参画

職場での男女
共同参画

地域社会での男女
共同参画

生涯学習による

男女共同参画意

識の形成

職場での男女格

差・セクシュア

ル・ハラスメン

ト問題の解消

地域社会での男

女活躍機会の拡

充

家庭での家事・

育児・介護の男

女共同参画の促

進

暴力や性の多様

性など人権問題

の解消

【基本方針】【基本理念】

１

２

３

４

５

「
男
女
が
共
に
認
め
合
い
、
自
分
ら
し
く
生
き
る
社
会
」
の
実
現

【視 点】

村民一人
ひとりの
変革

家 庭
の変革

職 場
の変革

地 域
の変革

セクシュアル・ハラスメ

ントの問題

（２）課題・基本理念・基本方針 

課題・基本理念・基本方針の体系は以下のとおりです。 
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男女共同参画の意識づくり

男女共同参画教育の推進

【施 策】

社会教育での学級・講座の開催

男女共同参画の道徳教育の推進

男女共同参画の啓発活動の推進

個性を活かした学校教育の推進

【事 業】

第５章 男女共同参画の基本方針と施策・事業の展開 

１ 生涯学習による男女共同参画意識の形成 

基本方針 

 

生涯学習において、男女共同参画意識の形成を図るため「ゴール５ジェン

ダー平等」についての学習機会を提供します。 

また、学校教育では、児童・生徒一人ひとりの個性や能力を伸ばす教育や男

女の協力などをテーマにした道徳教育などを進めます。社会教育では、男女共

同参画に関する学級・講座などの学習機会や情報の提供に努めます。 

 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）男女共同参画の意識づくり 

① 男女共同参画の啓発活動の推進 

担当課 政策推進課、健康福祉課 事業主体 村 

事業内容 

○ホームページでの「おおたま×ＳＤＧｓ」の連載の中で、「ジェン

ダー平等」を学ぶ機会を提供します。 

○村の広報・ホームページで「男女共同参画推進計画」など男女共同

参画に関する情報を提供します。 

○ＳＤＧｓ、人権、男女共同参画に関わる関連資料や図書を充実しま

す。 
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② 社会教育での学級・講座の開催 

担当課 健康福祉課、生涯学習課 事業主体 村、村教育委員会 

事業内容 

〇ふれあいセミナー選択メニューの中で「ＳＤＧｓ×ジェンダー平

等（男女共同参画）」についての学習機会を提供します。 

○国・県等が主催する男女共同参画に関する講演会や研修会等の情

報を提供します。 

○各種学級・講座や広報により、社会的・文化的性別意識の自己点

検評価のためのチェックワークシートを実施します。 

【チェックワークシートの例】 

１ 
「男のくせに」、「女のくせに」、「男なんだから」、「女なんだから」という言葉を日常的

によく使う。 

２ 子どもは、女の子ならば優しく、男の子ならばたくましく育てる方がよいと思う。 

３ 妻（女性）が家事をやるのは当たり前のことだと思う。 

４ 結婚したら、男性の収入で家計を支えるべきだ。 

５ 
男性が洗濯物を干したり、スーパーで買い物をする姿を見かけると、気の毒だとか格

好悪いと思う。 

６ 女性に大きな仕事は任せられないと思う。 

７ 男性が育児休暇を取るのは情けない。 

８ 将来のため男の子には勉強をがんばってほしいが、女の子はそこそこでいい。 

９ セクシュアル・ハラスメントや性犯罪は、被害者にも落ち度があると思う。 

１０ 町内会やＰＴＡの会長には男性がなった方がよいと思う。 

★ あなたはいくつ「はい」がありましたか？★ 

● ０個～２個  ジェンダー「流行先端人」 

 あなたはとても進歩的な考えの持ち主です。ジェンダーに関してとてもいい感覚をお持ち

です。 これからもその感覚を忘れずに、一緒に男女共同参画社会づくりに取り組んでい

きましょう！ 

● ３～６個  ジェンダー「発展途上人」 

 生活する中で「ちょっと変だな」と思うことに気づき始めているあなた。「変だな」と思うこと

は変えていくことにして、さらにジェンダーに関する感覚を磨いて一緒に男女共同参画社会

づくりを進めていきましょう！ 

● ７個～１０個  ジェンダー「生きた化石人」 

 あなたはとても古風な考えの持ち主。でも、これからの世の中、それだけではちょっと大

変かもしれません。ちょっと考えを変えて、自分を楽にしてみませんか？  
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（２）男女共同参画教育の推進 

① 個性を活かした学校教育の推進 

担当課 教育総務課 事業主体 村教育委員会 

事業内容 ○児童・生徒一人ひとりの個性や能力を伸ばす教育を推進します。 

 

② 男女共同参画の道徳教育等の推進 

担当課 教育総務課 事業主体 村教育委員会 

事業内容 

○道徳の時間に小学校では「男女の協力」、中学校では「男女の人

格の尊重」をテーマに学習します。 

○中学校での職場体験学習などを通して、男女平等観の醸成を図り

ます。 

 

  



 

 

34 

【施 策】 【事 業】

ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）
への対応

相談体制の強化

被害者の救済・保護体制の充実

性の多様性の意識づくり

学校での性の多様性に関する人権教育の推進

性の多様性の啓発活動の推進

２ 暴力や性の多様性など人権問題の解消 

基本方針 

 

ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）問題等について、関連情報の提供や

啓発活動の推進、関係機関と連携した相談体制の充実に努めます。 

また、性の多様性の問題については、ホームページに連載しているＳＤＧ

ｓの中で学習機会の提供や学校教育で取り上げます。 

 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）への対応 

① 相談体制の強化 

担当課 健康福祉課 事業主体 村 

事業内容 

○ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）に関する情報について広報

等で啓発します。 

○関係機関と連携し、相談体制を強化・充実します。 

○必要によっては、福島県女性のための支援センターを紹介すると

ともに、県北保健福祉事務所の専門員に支援を依頼します。 

 

② 被害者の救済・保護体制の充実 

担当課 健康福祉課 事業主体 村 

事業内容 
○配偶者暴力相談支援センター・警察など関連機関との連携を強化

します。 
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（２）性の多様性の意識づくり 

① 性の多様性の啓発活動の推進 

担当課 生涯学習課 事業主体 村教育委員会 

事業内容 

○学級・講座を開催し「ＳＤＧｓ×性の多様性」に関する学習機会

を提供します。 

○ホームページの「おおたま×ＳＤＧｓ」の連載の中で「ジェンダー

平等」とともに「性の多様性」について学ぶ機会を提供します。 

 

② 学校での性の多様性に関する人権教育の推進 

担当課 教育総務課、健康福祉課 事業主体 村教育委員会、村 

事業内容 
○小中学校での人権教育を通して「性の多様性」について学ぶ機会

を提供します。 
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【施 策】 【事 業】

子育て・介護の支援の充実

家庭生活での男女共同参画学習の推進

男性の家庭参加の促進

社会教育での学級・講座の開催

介護サービスの充実

育児・介護休業制度の周知・徹底

保育サービスの充実

３ 家庭での家事・育児・介護の男女共同参画の促進 

基本方針 

 

家庭での男女共同参画を促進するため、男性の家庭参加を促進する学習機会

を提供します。 

また、共働き家庭が増加する中で、仕事と家庭の両立が図られるよう、保育

サービスを充実します。高齢化が進む中で、介護負担の軽減や高齢者の生活機

能の改善が両立するよう、ケアマネジメントや介護サービスの充実を図ります。 

さらに、職場での育児・介護休業制度の定着を推進するため、関連情報につ

いての啓発を図ります。 

 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）家庭生活での男女共同参画学習の推進 

① 社会教育での学級・講座の開催 

担当課 生涯学習課 事業主体 村教育委員会 

事業内容 

○学級・講座を開催し、家庭での男女共同参画に関する学習機会を

提供します。 

○国・県等が主催する男女共同参画に関する講演会や研修会等の情

報を提供します。 
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② 男性の家庭参加の促進 

担当課 生涯学習課 事業主体 村教育委員会 

事業内容 
○身近な問題「食」から男性が家庭参画できるよう、男性の料理教

室などを開催します。 

 

担当課 健康福祉課 事業主体 村 

事業内容 
○母子手帳交付時や乳幼児健診等で、男性の育児参加等について啓

発していきます。 
 

（２）子育て・介護の支援の充実 

① 保育サービスの充実 

担当課 健康福祉課 事業主体 村、村社会福祉協議会 

事業内容 

○仕事と育児の両立が図られるよう、0 歳～2 歳児の通常保育を保

育所（１か所）で実施します。 

○多様な保育需要に対応するため、受入体制を確保します。 

 

担当課 教育総務課 事業主体 村教育委員会 

事業内容 
○仕事と育児の両立が図られるよう、幼稚園（2 か所）では預かり

保育を実施します。 

 

担当課 健康福祉課 事業主体 村 

事業内容 

○小学生のいる家庭の仕事と育児の両立を支援するため「おおたま

子どもクラブ」（放課後児童クラブ）を村総合福祉センターで実

施します。 

○多様な保育需要に対応するため、これらの受入体制を確保しま

す。 
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② 介護サービスの充実 

担当課 健康福祉課 事業主体 村、村社会福祉協議会 

事業内容 

○介護保険サービスや介護予防事業を充実させ、介護者やその家族

が安心して就労等ができる環境を整備します。 

○高齢者の生活問題に対応するため、総合的な相談窓口を村、地域

包括支援センターに設置することにより、介護者やその家族が安

心して就労等ができる環境を整備します。 

 

③ 育児・介護休業制度の周知・徹底 

担当課 健康福祉課 事業主体 村 

事業内容 ○広報等で育児・介護休業制度について広く周知していきます。 
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【施 策】 【事 業】

均等待遇の定着

セクシュアル・ハラスメント防止の促進 啓発活動の推進

啓発活動の推進

４ 職場での男女格差・セクシュアル・ハラスメント問題の解消 

基本方針 

 

職場を取り巻く男女共同参画を推進するため、男女雇用機会均等法などの法

制度とともに、セクシュアル・ハラスメントの問題について、広報誌等で広く

周知を図ります。 

 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

（１）均等待遇の定着 

① 啓発活動の推進 

担当課 健康福祉課 事業主体 村 

事業内容 
○職場を取り巻く労働基準法や男女雇用機会均等法などの法制度

について、広報誌等で広く周知を図ります。 

 

（２）セクシュアル・ハラスメント防止の促進 

① 啓発活動の推進 

担当課 健康福祉課 事業主体 村 

事業内容 

○セクシュアル・ハラスメント防止について、広報誌等で広く周知

を図ります。 

○関係機関との連携し、相談体制を強化・充実します。 
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【施 策】 【事 業】

政策決定過程への男女共同参画

地域活動への男女共同参画

男女の能力の社会的活用

公聴活動の拡充

地域安全への女性の参加促進

学校教育で社会人有識者の登用

社会貢献・文化活動の振興

政策決定過程への男女共同参画

地域での男女共同参画

５ 地域社会での男女活躍機会の拡充 

基本方針 

 

より豊かな地域社会を築いていくために、男女共同参画について、さらに推

進していきます。 

政策決定過程では、幅広い男女双方の意見を村政に反映させる環境を整備す

るとともに、地域活動では、男女の活躍機会を拡充します。 

 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）政策決定過程への男女共同参画 

① 政策決定過程への男女共同参画 

担当課 各課 事業主体 村 

事業内容 

○村民の幅広い意見を村政に反映させるため、審議会・委員会等へ

の女性の参画を促進します。 

○委員の公募制の拡大や、男女構成比を考慮した運営します。 
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② 公聴活動の拡充 

担当課 各課 事業主体 村 

事業内容 
○村民の意見を広く村政に反映させるため、パブリックコメントな

ど公聴活動を充実するとともに、女性の参画を促進します。 

 

（２）地域活動への男女共同参画 

① 地域での男女共同参画 

担当課 教育総務課 事業主体 
村教育委員会、おおたま学園コ

ミュニティ・スクール 

事業内容 
○村民参加で学校の運営を考える「おおたま学園コミュニティ・ス

クール委員会」については、男女共同参画を促進します。 

 

② 地域安全への女性の参加促進 

担当課 住民生活課 事業主体 村 

事業内容 

○災害時の応急体制を強化するため、男女共同参画による自治会単

位の自主防災組織を育成します。 

○生活に身近な安全を確保するため、生活者としての女性が主体と

なった女性消防協力隊、交通安全母の会の活動を促進します。 
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（３）男女の能力の社会的活用 

① 学校教育で社会人有識者の登用 

担当課 教育総務課 事業主体 村教育委員会 

事業内容 
○男女の能力を社会的に活用するため、学校教育では、大玉村地域

協働事業で、社会人有識者を外部講師として登用します。 

 

② 社会貢献・文化活動の振興 

担当課 健康福祉課 事業主体 村社会福祉協議会 

事業内容 
○男女の能力を社会に活用するため、ボランティア登録を促進し社

会貢献活動を振興します。 

 

担当課 健康福祉課 事業主体 村 

事業内容 

○高齢者の能力を活かし、就労にも結びつくよう、広報等を通して

シルバー人材センター活動の周知を図り、会員と仕事を拡大しま

す。 

 

担当課 生涯学習課 事業主体 村教育委員会 

事業内容 
○男女の能力を活用し、生活を豊かにするため、教室やイベント等

を通して文化・スポーツ活動を振興します。 
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資料編 

大玉村男女共同参画推進条例 

平成 17年 3月 22日 

条例第 3号 

日本国憲法は、個人の尊重と法の下の平等をうたっている。 

すべての人は、その性別にかかわりなく、個性ある一人の個人として尊重され、

国や地方自治体さらに地域社会は一人ひとりの尊厳を確保する責務を負ってい

る。 

しかしながら、いまなお性別による固定的役割分担意識やそれに根ざした慣

習が広く存在し、男女共同参画の実現には一層の努力が求められている。 

さらに、急激に進む少子高齢化、高度情報化、国際化など社会が急速に変化す

る中で豊かな地域社会を創造していくためには、その変化に対応するため男女

がお互いの人権を尊重し様々な分野で責任を分ち合い、その個性と能力を十分

に発揮することのできる社会を形成していくことが重要である。 

私たちは、安達太良に抱かれた緑豊かな大玉村で、男女平等を基本とした男女

共同参画社会の実現を図ることを決意し、村、村民及び事業者が協力共同し、一

体となった取組を進めるためこの条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画社会基本法(平成 11 年法律第 78 号)の理念

に基づき、大玉村における男女共同参画の推進に関し、基本方針を定め、村、

村民及び事業者の責務を明らかにし、男女共同参画の推進に関する施策を総

合的かつ計画的に実施することにより、男女の人権が尊重され、一人ひとりの

個性が花開く地域社会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１）男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思による社

会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保されるとともに、男女

が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を受けることができ、かつ、

共に責任を負うことをいう。 
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（２）積極的改善措置 前号に規定する活動に参画する機会に係る男女間の格

差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該

活動に参画する機会を積極的に提供することをいう。 

（３）事業者 村内において公的機関、民間、個人、法人を問わず、又営利、非

営利を問わず事業を行うものをいう。 

（４）セクシャルハラスメント 性的な言動により、相手に不快・苦痛や不利益

を与えること又は相手の平素な日常生活を送る権利を侵害することをいう。 

（基本方針） 

第３条 男女共同参画の推進についての基本方針（以下「基本方針」という。）

は次に掲げるとおりとする。 

（１）男女の個人としての尊厳が重んじられ、性別による差別的取扱を受けるこ

となく、個人として能力を発揮する機会が確保され、男女の人権が尊重され

ること。 

（２）性別による固定的な役割分担意識に基づく社会における制度や慣行が、男

女の社会における活動の自由な選択に対して影響を及ぼさないよう配慮され

ること。 

（３）男女が、社会の対等な構成員として、村における政策又は民間の団体にお

ける方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

（４）家族を構成する男女が共に、家事、育児、家族の介護その他の家庭生活に

おける活動及び、学校、職場、地域等における活動を円滑に行うことができ

るよう配慮されること。 

（５）妊娠、出産に関し、男女が互いの意思を尊重すること及び互いに生涯にわ

たり健康な生活を営むことについて配慮されること。 

（６）国際社会における取組との関係が考慮されること。 

（村の責務） 

第４条 村は、基本方針にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策（積極的

改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、実施するものとする。 

２ 村は、男女共同参画の推進にあたり、村民、事業者と連携して取組むものと

する。 

３ 村は、村民、事業者に対して男女共同参画の推進に関する情報提供その他必

要な支援を行うものとする。 
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４ 村は、第１項に規定する施策を総合的に企画、調整、推進するために必要な

体制を整備するとともに、財政上の措置その他必要な措置を講ずるよう努め

るものとする。 

５ 村は、他の自治体との連携及び協力、国及び県の施策等との調整を図りなが

ら、広域的連携及び協力に努めなければならない。 

（村民の責務） 

第５条 村民は基本方針にのっとり、家庭、学校、職場、地域その他の社会のあ

らゆる分野において、自ら男女共同参画の推進に努めなくてはならない。 

２ 村民は、性別による固定的な役割分担意識に基づく制度又は慣行の改善に

努めなければならない。 

３ 村民は、村が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努

めなくてはならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、男女共同参画推進に関して理解を深め、基本方針にのっとり、

その事業活動を行うにあたり、積極的に男女共同参画の推進に努めなくては

ならない。 

２ 事業者は、男女が共に、職場における活動と家庭等における活動を両立する

ことができるよう職場環境の整備に努めなければならない。 

３ 事業者は、村が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう

努めなければならない。 

（性別による人権侵害の禁止等） 

第７条 何人も、家庭、学校、職場、地域その他の社会のいかなる場所において

も、直接的であるか間接的であるかを問わず、性別を理由とする権利侵害や差

別的取扱を行ってはならない。 

２ 何人も、家庭、学校、職場、地域その他の社会のいかなる場所においても、

男女間における暴力的行為（精神的苦痛を与える行為も含む。以下同じ。）を

行ってはならない。 

３ 何人も、家庭、学校、職場、地域その他社会のいかなる場所においてもセク

シャルハラスメントを行ってはならない。 

（情報の表示に関する留意） 

第８条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担
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意識又は男女間における暴力的行為を助長させる表現をしないよう努めなけれ

ばならない。 

（男女共同参画推進審議会） 

第９条 村長は、男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的な施策及び重

要事項の調査審議のため、大玉村男女共同参画推進審議会（以下「審議会」と

いう。）を置く。 

２ 審議会は男女共同参画推進に関する事項について、村長に意見を述べるこ

とができる。 

３ 審議会は、識見を有する者のうちから村長が委嘱する委員 10 名以内をもっ

て構成する。 

４ 審議会委員の委嘱にあたり、若干名を公募によることができる。 

５ 委員の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 

６ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（基本計画の策定） 

第 10条 村長は、男女共同参画の地域づくりを推進するため、総合的かつ具体

的施策を取りまとめ、大玉村男女共同参画基本計画（以下「基本計画」という。）

を策定するものとする。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１）総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 

（２）前項に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するために必要な事項 

３ 村長は、基本計画を定めようとするときは、村民及び事業者の意見を反映す

るよう、適切な措置を講ずるものとする。 

４ 村長は、基本計画を定めたときは遅滞なくこれを公表しなければならない。 

５ 前２項は、基本計画の変更についてこれを準用する。 

（政策の決定過程への共同参画の推進） 

第 11条 村は、村の政策の立案から決定までの過程に、男女が共同して参画す

る機会を確保するよう努めるものとする。  
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（表彰） 

第 12条 村長は、男女共同参画社会の形成促進に著しく寄与した村民及び事業

者を表彰することができる。 

（相談の対応等） 

第 13条 村は、性別に基づく差別、人権の侵害等に関する村民の相談の対応に

努めなければならない。 

２ 村は、前項に規定する相談を受けたときは、関係機関等と連携を図る等必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（施策の実施状況等の公表） 

第 14条 村長は、施策の総合的な推進に資するため、主要な施策の実施状況に

ついて毎年公表するものとする。 

（委任） 

第 15条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は村

長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 17年 4月 1日から施行する。 
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